
龍ケ崎市告示第３３号 

 龍ケ崎市市民活動サポート補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和５年３月１７日 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

   龍ケ崎市市民活動サポート補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，市民自らが考え，社会に貢献しようと行動する活

発な市民活動を促進し，市として市民活動を応援していくため，市民

活動を行う団体（以下「団体」という。）に対し，予算の範囲内にお

いて市民活動サポート補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ことについて，龍ケ崎市補助金等交付規則（平成１５年龍ケ崎市規則

第１７号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

 (１) 市民活動 市民の自発的な意思に基づく社会貢献に資する営利を

目的としない公益性のある活動であって，別表第１の右欄に掲げる

活動に該当するものをいう。 

(２) 市民 市内に在住，在勤又は在学している者をいう。 

（補助金の種類及び目的） 

第３条 補助金の種類は，次の各号に掲げるものとし，それぞれ当該各

号に定めることを目的とする。 

 (１) スタートダッシュ支援 市民が構成員を過半数以上新たに募って

設立した団体の活動に係る経費を支援し，市民活動に参加する市民

の裾野を広げ，当該市民活動の市民参加及び担い手づくりを促進す

ること。 

 (２) ジャンプアップ支援 より良い市民生活の実現のため団体自らが

企画及び立案し実施する公益性の高い事業に対しての補助を段階的

に行うことによって，団体の市民活動の拡大，発展及び地域活性化

につなげ，自主性のある市民活動と団体の自立を促すこと。 

（補助対象団体） 



第４条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）

は，市民活動を行うことを主たる目的とした団体であって，次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

 (１) 設立後，２年以上（スタートダッシュ支援を希望する団体にあっ

ては２年未満）の団体であること。 

 (２) ５人以上（スタートダッシュ支援を希望する団体にあっては３人

以上）で構成され，その過半数が市民であること。 

 (３) 市内に事務所等の活動拠点があり，かつ，主として市内で市民活

動を行っていること（スタートダッシュ支援を希望する団体にあっ

ては行っている又は行う見込みであること。）。 

 (４) 定款，会則，規約等を定めていること。 

 (５) 年間の活動計画を策定していること。 

 (６) 適切な会計処理が行われていること。 

 (７) 龍ケ崎市市民活動センターの設置及び管理に関する条例（平成２

６年龍ケ崎市条例第２２号）第２条に規定する龍ケ崎市市民活動セ

ンターに団体登録されていること（スタートダッシュ支援を希望す

る団体にあっては登録されている又は団体登録する見込みであるこ

と。）。 

 (８) 団体に加入を希望する者は，任意にその構成員になることができ

る団体であること。ただし，当該者に特別な理由がある場合はこの

限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，

補助対象団体としない。 

 (１) 第９条第１項の規定により補助金の交付の申請をする時点におい

て，当該申請を行う団体又はその代表者が市税等を滞納していると

き。 

(２) 営利を目的とした団体であるとき。 

 (３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定す

る暴力団員の統制下にある団体であるとき。 

 (４) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１

年法律第１４７号）第５条第１項に規定する処分を受けている団体



又はその構成員の統制下にある団体であるとき。 

 (５) 政治活動及び宗教上の教義を広める活動を主たる目的とする団体

であるとき。 

 (６) 公序良俗に反する団体であるとき。 

 (７) スタートダッシュ支援の交付を受ける団体にあっては，団体の設

立等に関し国，県その他の機関が交付する補助金等又は龍ケ崎市が

交付した補助金であって，市長が別に定めるものを受けた団体であ

るとき。 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は，別表第１の右欄に掲げる活動を行う事業であって，次の各号のい

ずれにも該当するものとする。 

 (１) 地域課題，社会的課題等の解決に繋がる事業 

 (２) 市内で実施する事業であって，主として市民を対象とするもの 

 (３) 団体の活動の目的を達成するため適当であると市長が認めた事業 

 (４) 第１０条の規定により補助金の交付決定を受けた日以後に開始し，

その日の属する年度内に完了する事業 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する事業は，

補助対象事業としない。 

 (１) 営利を主たる目的とする事業。ただし，事業によって得られた利

益を団体の構成員に分配せず，市民活動を継続するための費用に充

てる場合は，この限りでない。 

 (２) 特定の個人及び団体の利益のために実施する事業 

(３) 団体の構成員のみを対象とする事業 

 (４) 宗教上の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化育成する

ことを目的とする事業 

 (５) 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反することを目的と

する事業 

 (６) 特定の公職の候補者，公職にある者若しくは政党を推薦し，支持

し，又はこれらに反対することを目的とする事業 

 (７) 法律，条例等に違反する事業 

 (８) 公序良俗に反する事業 



 (９) 国，県その他の機関が交付する補助金等又は龍ケ崎市が交付する

他の補助金等を受けている若しくは受ける予定の事業 

 (10) その他市長が不適当と認める事業 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は，次の各号に掲げる補助金に応じ，それぞれ当該各号に定める経費

とする。 

 (１) スタートダッシュ支援 団体の設立及び運営に要する経費並びに

補助対象事業に直接要する経費であって，別表第２に掲げるもの 

 (２) ジャンプアップ支援 補助対象事業に直接要する経費であって，

別表第２に掲げるもの 

（補助金の額等） 

第７条 補助金の額及び補助率は，別表第３のとおりとする。 

（補助対象団体の公募） 

第８条 補助対象団体は，公募により募集するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により補助対象団体を公募するときは，募集要

項を定めるものとし，当該募集要項には，補助対象団体の募集期間，

募集方法等を規定するものとする。 

３ 市長は，前２項の規定により補助対象団体を公募するに当たり，団

体に対する支援の公平性及び事業の継続性に十分配慮するものとする。 

（交付の申請） 

第９条 団体の代表者（以下「申請者」という。）は，補助金の交付を

受けようとするときは，龍ケ崎市市民活動サポート補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければな

らない。 

 (１) 事業等実施計画書（様式第２号） 

 (２) 事業等収支予算書（様式第３号） 

 (３) 交付申請団体調書（様式第４号） 

 (４) 誓約書兼同意書（様式第５号） 

 (５) 団体の定款，会則，規約その他これらに準ずるもの及び会員名簿 

 (６) その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の申請は，スタートダッシュ支援にあっては同一団体に対し



て１回，ジャンプアップ支援にあっては同一団体が行う同一事業に対

して２回を限度とする。ただし，同一年度内における補助金の申請は，

補助金の種類にかかわらず同一団体に対して１回を限度とする。 

３ 前項の規定にかかわらず，ジャンプアップ支援の申請は，過去にジ

ャンプアップ支援と同種の補助金を受けた事業であって，当該補助金

を受けた回数が２回以内，かつ，当該事業を初めて実施した年度の翌

年度から起算して５年以内である場合は，１回を限度とする。この場

合において，別表第３の右欄に掲げるジャンプアップ支援の補助率は，

１回目を適用するものとする。 

４ ジャンプアップ支援は，同一団体が同一事業に関し次条に規定する

補助金の交付決定を２回受けた後に，異なる事業の申請をすることが

できる。 

（交付の決定） 

第10条 市長は，前条第１項の規定による申請を受けたときは，その内

容を審査の上，補助金の交付の可否を決定し，龍ケ崎市市民活動サポ

ート補助金交付（不交付）決定通知書（様式第６号）により申請者に

通知するものとする。この場合において，市長は，必要と認めるとき

は，条件を付すことができる。 

（変更申請等） 

第11条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助

事業者」という。）は，当該決定を受けた事項に変更があったとき，

又は事業を中止し，若しくは廃止しようとするときは，速やかに龍ケ

崎市市民活動サポート補助金事業等変更（中止・廃止）承認申請書（様

式第７号）に第９条第１項各号に掲げる書類（変更があったものに限

る。）を添えて，市長に提出しなければならない。ただし，補助金の

額に変更を伴わない軽微な変更のときは，この限りでない。 

２ 市長は，前項の規定による変更申請等があったときは，その内容を

審査の上，変更等の承認の可否を決定し，龍ケ崎市市民活動サポート

補助金事業等変更（中止・廃止）承認（不承認）通知書（様式第８号）

により補助事業者に通知するものとする。この場合において，市長は，

必要と認めるときは，条件を付すことができる。 

（実績報告） 



第12条 補助事業者は，事業が完了したとき（廃止の承認を受けたとき

を含む。）は，速やかに龍ケ崎市市民活動サポート補助金事業等実績

報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなけ

ればならない。 

 (１) 事業等成果書（様式第１０号） 

 (２) 事業等収支決算書（様式第１１号） 

 (３) 補助対象経費の支出額が分かる領収書等の写し 

 (４) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第13条 市長は，前条の規定により実績報告書の提出を受けたときは，

その内容を審査の上，補助金の交付の額を確定し，龍ケ崎市市民活動

サポート補助金交付額確定通知書（様式第１２号）により当該補助事

業者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により確定した額が第１０条又は第１１条第２

項の規定により通知した交付額と相違しないときは，前項に規定する

通知を省略することができる。 

（補助金の交付の時期等） 

第14条 補助金の交付は，前条第１項の規定により補助金の交付の額を

確定した後に行うものとする。ただし，市長が必要と認めたときは，

事業の開始前又は完了前であっても，その一部又は全部を交付するこ

とができる。 

２ 補助事業者は，前項の規定により補助金の交付を受けようとすると

きは，龍ケ崎市市民活動サポート補助金交付請求書（様式第１３号）

により市長に請求しなければならない。 

（補助金の交付決定等の取消し等） 

第15条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は，

補助金の交付の決定の一部又は全部を取り消し，既に交付した補助金

があるときは，その全部又は一部の返還を求めるものとする。 

 (１) 偽りその他の不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

 (２) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反する行為

をしたとき。 

 (３) 前２号に掲げるもののほか，この要綱に定める事項に違反したと



き。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付の決定の一部若しくは全部

を取り消すとき，又は交付した補助金を返還させるときは，龍ケ崎市

市民活動サポート補助金交付決定取消通知書兼返還命令書（様式第１

４号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

   付 則 

 この告示は，令和５年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条，第５条関係） 

番号 活動 

１ 保健，医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 観光の振興を図る活動 

５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

６ 学術，文化，芸術又はスポーツの振興を図る活動 

７ 環境の保全を図る活動 

８ 災害救護活動 

９ 地域安全活動 

１０ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

１１ 国際協力の活動 

１２ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

１３ 子どもの健全育成を図る活動 

１４ 情報化社会の発展を図る活動 

１５ 科学技術の振興を図る活動 

１６ 経済活動の活性化を図る活動 

１７ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

１８ 消費者の保護を図る活動 

１９ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営若しくは活動に関する

連絡，助言又は援助の活動 



２０ 前各号に掲げる活動に準ずる活動として茨城県の条例で定め

る活動 

別表第２（第６条関係） 

経費区分 補助対象経費 補助対象外経費 

人件費 － 団体の構成員の人件費 

報償費 講師，専門家，出演者等に

対する謝礼金 

１ 記念品，手土産代等 

２ 団体の構成員に対する

謝礼金 

旅費 講師，専門家，出演者等の

会場までの交通費 

１ 視察費及び宿泊費 

２ 参加者及び団体の構成

員の交通費 

食糧費 １ 外部講師等の食事代 

２ 団体の構成員の会議等

の茶菓子代 

団体の構成員の食事代 

需用費 消耗品費及び印刷製本費

（文具，書籍，機材，資材等

の購入費，ポスター，チラ

シ等の印刷費，看板代等） 

補助対象事業以外において

使用する消耗品費及び印刷

製本費 

役務費 １ 通訳又は翻訳に係る経

費 

２ 切手，宅配便等の通信

運搬費 

３ チラシ等の新聞折込等

に係る経費 

４ イベント開催時の損害

保険料等 

補助対象事業以外において

かかる火災保険料，地震保

険料，車両保険料等 

委託料 団体の構成員では行うこと

ができない業務（専門的知

識，技術等を要する業務）

を外部に委託する費用 

１ 外部に委託する業務を

当該受託者が当該業務を

再委託する場合における

委託料 

２ 事務所等の管理委託費 



使用料及

び賃借料 

補助対象事業を行う会場等

の使用料及び機具，機材等

の借上料 

１ 補助対象事業以外にお

いてかかる使用料及び借

上料 

   ２ 団体が使用する施設の

使用料 

公有財産

購入費 

― 財産の取得等に係る経費 

備品購入

費 

補助対象事業において使用

する備品の購入費 

１ 車両の購入費 

２ 補助対象事業以外にお

いて使用する備品の購入

費 

その他の

経費 

その他市長が必要と認める

経費 

― 

備考 

  １ 外部講師等の食事代は，１食当たり８００円（税抜き）以内と

し，１日に渡る講演会を開催する場合の昼食代に限る。 

  ２ 団体の構成員の会議等の茶菓子代は，１人につき１回当たり２

００円（税抜き）以内とする。 

  ３ 備品購入費は，スタートダッシュ支援にあっては１つにつき３

万円（税抜き）以内とし，ジャンプアップ支援にあっては合計で

１０万円（税抜き）以内とする。 

別表第３（第７条関係） 

補助金の種類 補助限度額 補助率 

スタートダッシ

ュ支援 

１０万円 補助対象経費の１０分の９ 

ジャンプアップ

支援 

３０万円 １回目 補助対象経費の１０分の９ 

２回目 補助対象経費の１０分の８ 

 備考 

  補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは，その端数を

切り捨てるものとする。 


